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１ 総合戦略策定の趣旨 

 

 北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「第 1期総合戦略」という。）は、まち・

ひと・しごと創生法第 10 条に基づき、国や北海道が定める「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」や「長期ビジョン」を勘案し、「北広島市人口ビジョン」で示された本市における人口の

現状と将来展望を踏まえ、平成 28年（2016年）3月に策定しました。この第 1期総合戦略の

推進期間は令和 2 年度で終了しますが、人口減少の抑制や持続可能な地域社会を実現するた

めには、これに資する各種施策を切れ目なく推進する必要があります。 

このため、これまでの地方創生の取組を検証し、「継続は力なり」という姿勢を基本にして、

より一層充実・強化していくとともに、新たな視点や考え方を取り入れた「第 2 期北広島市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「第 2期総合戦略」という。）を策定し、地方創生に

向けた今後 5 年間の目標や基本的方向、施策をまとめ、自立した地域社会の実現を目指すも

のです。 

 

 

２ 第 1期総合戦略の取組と成果 

 

第 1期総合戦略の推進期間である平成 27年（2015年）以降、人口は徐々に減少しているも

のの、第 1 期総合戦略策定時に参考とした国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による

「日本の地域別将来推計人口」（平成 25 年（2013 年）3 月推計）によると、令和 2 年（2020

年）の北広島市の人口は 57,547人と推計されていましたが、住民基本台帳の令和 2年（2020

年）9 月末現在の人口は、58,150 人となっており、社人研の推計を約 600 人上回っているこ

とから、緩やかな減少に留まり、地方創生の取組の成果が表れているといえます。 

≪基本目標 1『希望』～子どもを産み育てたいという希望をかなえる～≫ 

市内に産科がないことから、産科の開設に向けた誘致や市外の産婦人科医院等を受診する

際の通院に要する費用の支援、子どもの医療費助成やワーク・ライフ・バランス推進支援等

を実施したところであります。 

数値目標である合計特殊出生率は、基準値である 1.09から 1.18となり、目標値の 1.28に

は達していませんが、基準値よりも増加しています。 

≪基本目標 2『交流』～北広島市への新しい人の流れをつくる～≫ 

定住促進に向けたおためし移住体験やマイホーム購入支援、市の知名度向上を目的とした

ふるさと納税の導入やシティセールス、地域の特色を生かした観光の推進等を実施したとこ

ろであります。 

数値目標である社会動態 0人（均衡）の維持については、基準値である 92人の転出超過か

ら 20人の転入超過となり、目標を達成しています。 

Ⅱ 基本的な考え方 
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≪基本目標 3『成長』～時代に合った魅力的なまちをつくる～≫ 

少子高齢化が進む北広島団地地区の魅力を若い世代に発信するため、団地地区に愛称「さ

んぽまち」を設定するなどイメージ戦略を推進したほか、住み替え支援や空き家の流動化促

進、バスの利用実態に合わせた路線再編、小中一貫教育の全校導入等を実施してきたところ

であります。 

数値目標である「北広島市を住みよいと感じる市民満足度」の割合は 75.4％で、基準値 77％、

目標値 80％のいずれも下回る結果となっています。 

≪基本目標 4『挑戦』～チャレンジできる環境をつくり、起業と雇用を促進する～≫ 

新たな事業の創出や地場産業の強化等を目的とした創業促進支援や 6 次産業化等に取り組

む事業者への支援、企業と連携した人材確保への取組等を実施してきたところであります。 

数値目標である「市の産業・雇用の市民満足度」の割合は 58.8％で、基準値 53％を超えて

いるものの目標値の 60％を下回る結果となっています。 

第1期総合戦略の成果の一つとして、各種施策の推進により、転入者数が転出者数を上回

る社会増となったことがあげられます。しかし、それ以上に死亡数が出生数を上回る自然減

が続き、結果的には緩やかな人口減少となっていることから、第2期総合戦略では、引き続

き、自然減に歯止めをかけ、更なる社会増に向けた取組を進めるとともに、人口減少や少子

高齢化が進む時代において、将来のまちづくりに大きく寄与する、究極の地方創生の取組と

なるボールパーク構想を着実に推進していく必要があります。 

 

 

３ 総合戦略の位置付け 

 

 第 2 期総合戦略は、まちづくりの指針である「北広島市総合計画」に基づく個別計画の一

つとして位置付けられ、人口減少を和らげ、将来にわたって活力あるまちを維持していくこ

とを目的として策定するもので、国が示す 4 つの基本目標（①稼ぐ地域をつくるとともに、

安心して働けるようにする②地方とのつながりを築き、地方への新しい人の流れをつくる③

結婚・出産・子育ての希望をかなえる④人が集う、安心して暮らすことができる魅力的な地

域をつくる）や 2 つの横断的な目標（①多様な人材の活躍を推進する②新しい時代の流れを

力にする）、政策 5原則（自立性、将来性、地域性、直接性、結果重視）を踏まえた内容です。 

 

 

４ 推進期間 

 

 第 2期総合戦略の推進期間は、令和 3年度から令和 7年度までの 5年間とします。ただし、

推進期間内においても必要に応じて見直すこととします。 
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 日本全体が人口減少社会に突入している中、北広島市においても平成 19 年（2007）年を境

に人口減少局面に移っています。「北広島市人口ビジョン」で示したとおり、国立社会保障・

人口問題研究所の推計では、令和 27 年（2045）年に北広島市の人口は 42,907 人となり、平

成 27年（2015）年の人口 59,064人と比較すると 16,157人（△27.4％）減少することが見込

まれています。 

人口減少は、少子化を背景としながら着実に進行します。社会にもたらす影響は極めて大

きく、高齢化と相まって総人口の減少を上回る働き手（生産年齢人口）の減少が生じること

により、経済規模の縮小、税収の減少のほか、公共交通や買物環境など社会生活の低下や地

域コミュニティの衰退など幅広い分野に深刻な事態を生じさせる可能性があります。 

 人口減少問題に対する認識を市民や事業者と共有し、地域が一体となってこの難局に立ち

向かわなければなりません。 

 

 

 

 

 人口減少に歯止めをかけるためには長い期間を要します。様々な対策が出生率向上に結び

つき、成果が挙がるまでには一定の時間がかかります。しかしながら、対策を速やかに講じ

ることで、出生率が向上すればするほど、将来人口に与える影響も大きくなります。 

北広島市が将来にわたって自立したまちづくりを進めるためには、危機感を持って積極的

に人口減少対策に取り組む必要があります。 

本市の合計特殊出生率は 1.18で北海道平均 1.30より低く、管内では、江別市 1.15、札幌

市 1.16に次いで低い状況にあります。この現実を直視し、その上で、個人の意思を尊重しつ

つ、若い世代の結婚・出産・子育ての希望に応える対策を優先的かつ重点的に実施していか

なければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 戦略推進の基本方針 

人口減少、少子高齢化の進行に対する認識を共有します 

積極的に人口減少対策への取組を推進します 
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少子高齢化が進展し、働き手が減少することで、税収の減少や社会保障費の増大など様々

な課題が顕在化してきます。これからは、次代のまちづくりの担い手である若い世代にとっ

て魅力的なまちづくりを進めて行くことが大切となります。 

 そのためには、多くの人が夢や希望を持って北広島市に住み、安心して働き、希望どおり

結婚・妊娠・出産し、夫婦が協力して子育てができる社会を実現することが求められます。 

市民、そしてこれから北広島市民となるすべての方が、「住み続けたい」という思いにつな

げられるよう、まちに愛着と誇りをいだく気持ちの醸成が重要となります。 

北広島市で生まれ育った子どもたちが、進学や就職でまちを離れたとしても、かけがえの

ない思い出が刻まれた北広島市に戻ってきたいと思えるようなまちづくりを進めていかなけ

ればなりません。 

 

 

 

 

 本市は、札幌市と新千歳空港の中間に位置し、大都市へのアクセスの良さを持ちながら、

豊かな緑の環境を保持しており、自然と利便性の高い都市機能が調和する魅力的な住環境を

有する一方で、急速な少子高齢化の進行、地域活力の低下などの課題を抱えています。 

官民連携プロジェクトとして、令和5年（2023年）の開業に向け、プロ野球「北海道日本

ハムファイターズ」の新球場を核としたボールパークの整備が進められています。このボー

ルパークは、プロスポーツの試合観戦という役割だけではなく、多くの人々がこのまちに集

い、交流を育むとともに、今後のまちづくりにおいて重要な役割を担うエリアでもありま

す。このボールパークを核としたボールパーク構想を推進することにより、まちづくりの

様々な分野に波及効果を生み出すものと考えられます。 

持続可能な都市経営と地域課題の解決に向けて、ボールパーク構想と連携したまちづくり

を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民の希望を実現し、愛着と誇りを持てるまちをつくります 

！ 

 

ボールパーク構想と連携した新たな価値を創造します 

！ 
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１ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）に基づく進捗管理 

 

  総合戦略に掲げる施策の進捗状況を客観的に検証するため、各基本目標には数値目標を、

各施策には成果を重視した重要業績評価指標（KPI）を設定します。KPIについては、可能な

限り数値による目標値を設定することとし、毎年度、施策の進捗状況や達成度を検証します。 

  

KPI：Key Performance Indicator の略称。 

施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

 

 

２ ＰＤＣＡサイクルに基づく戦略の推進 

 

総合戦略を着実に推進するため、毎年度、実施状況を検証し、必要に応じて見直す PDCA（計

画‐実行‐評価‐改善）のマネジメントサイクルを確立することにより、戦略全体の実効性

を高め、推進期間における数値目標・KPIの達成を目指します。 

  総合戦略は、このマネジメントサイクルの中では、「P：計画」に該当し、具体的には「D：

実行」として当該年度の施策を実施しながら、施策の実施状況の「C：評価」を行い、目標を

達成するために必要な「A：改善」を盛り込み、継続的に業務プロセスを改善しながら戦略の

推進を図ります。 

 

PDCAサイクル:Plan-Do-Check-Actionの略称： 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の 4つの視点を業務プロセス 

の中に取り込むことで、継続的な推進を改善するマネジメント手法。 

 

 

３ 総合戦略推進会議等による戦略の進行管理 

 

 総合戦略の進行管理は、市民、産業界、行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、メディ

ア、士業で構成する「北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」及び市長を本部長

とする「北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部」で行います。 

  

Ⅳ 戦略の進行管理 
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 「北広島市人口ビジョン」における本市の将来展望を踏まえ、4つの基本目標により取組を

推進します。各基本目標には、取組の成果を検証するため、数値目標を設定します。 

 

【4つの基本目標】 

 

基本目標１  希望  

～子どもを産み育てたいと思えるまちをつくる～ 

 

 基本目標２  交流 

～北広島市への新しい人の流れをつくる～ 

  

 基本目標３  成長  

～持続可能で住みやすい魅力的なまちをつくる～ 

 

 基本目標４  挑戦 

～創業と雇用を促進し、安心して働けるまちをつくる～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 基本目標 
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Ⅵ 北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略 全体像 

基本目標 施策に関する方向性 施策 

１ 希望 
～子どもを産み育てたいと思 

えるまちをつくる～ 

安心して妊娠・出産・子育

てができる環境の充実 

教育環境の充実 

妊娠・出産支援 

子育て支援 

特色のある教育環境の推進 

社会の変化や課題に対応した

教育の推進 

２ 交流 
～北広島市への新しい人の流

れをつくる～ 

移住・定住促進 

交流人口・関係人口の 

創出・拡大 

まちの魅力発信 

移住・定住促進に向けた支援 

地域の特色を生かした観光推進 

関係人口の創出・拡大 

シティセールスの推進 

３ 成長 
～持続可能で住みやすい魅力

的なまちをつくる～ 

魅力あるまちづくり 

持続可能で住みやすい 
まちづくり 

駅及び駅周辺の魅力向上 

ボールパーク構想とスポーツ

によるまちづくりの推進 

持続可能なまちづくりの推進 

新たな事業の創出・挑戦への

支援 

４ 挑戦 
～創業と雇用を促進し、安心

して働けるまちをつくる～ 

創業促進 

雇用と就業環境の充実 

人材確保 

利便性の高い公共交通の推進 

雇用と就業環境の充実 

人材確保・定着への支援 
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１ 数値目標   

指標 基準値 目標数値（R7） 

年少人口※1の割合 11.2％※2 11％以上を維持 

※1 0～14歳の人口   ※2 令和 2年 3月末現在の住民基本台帳より 

 

２ 基本的方向 

●安心して子どもを産み育てられるよう、子育て世代一人ひとりに寄り添い、妊娠期から子

育て期まで切れ目のない支援を推進します。 

●保育需要を適切に把握し、利用定員の適正化に努めるとともに、保育の受け皿拡大や保育

士確保に向けた取組を進めます。 

●ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、市民や事業者への意識啓発を行うとともに、ワー

ク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業を支援することで子育てしやすい環境を整備

します。 

●地域に根差した教育を推進し、大志をいだき挑戦する子どもたちを応援するとともに、ボ

ールパークがあるまちとして、プロスポーツチーム等と連携した取組を推進します。 

●義務教育 9年間で児童生徒の学びを支える小中一貫教育を推進するとともに、学校、家庭、

地域が連携・協働して児童生徒の学びを支えるコミュニティ・スクールの充実を図ります。 

●子どもの貧困対策に取り組むとともに、社会の変化や課題に対応できる力を育むため、外

国語教育の充実や学校 ICT環境の整備を進めます。 

＜現状＞ 

●少子化や核家族化などの社会構造の変化等により、孤立感を抱く子育て世代への包括

的な支援が求められています。 

●共働き世帯の増加等に伴い、子どもを低年齢（0～2歳）の頃から保育施設等へ預ける

世帯が増加しています。 

●子どもを産み育てたいという希望を実現するうえで、仕事と子育てを両立した働き方

ができるよう、ワーク・ライフ・バランスの実現が求められています。 

●進学や就職により市外へ転出する方が多い状況にあります。まちに愛着と誇りを持ち、

将来、北広島市にいてもいなくても、まちと関わりを持つ人材の育成が求められます。 

●教育環境の充実は子育て世代にとって大きな関心事の一つです。特色のある教育を充

実させることで、まちの一つの強みとして、子育てしたいと思えるまちづくりを進め

る必要があります。 

基本目標１ 『希望』～子どもを産み育てたいと思えるまちをつくる～ 

Ⅶ 重点戦略 
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３ 施策・取組と重要業績評価指標 

施策に 

関する 

方向性 

施策・取組 
重要業績評価指標

（R7） 

安 心 し

て妊娠、

出産、子

育 て が

で き る

環 境 の

充実 

【１－１ 妊娠・出産支援】 

●安心して妊娠・出産ができる環境を充実させるため、ニーズ

が高い産科等の誘致を進めるとともに、状況を踏まえた新

たな視点での取組を検討します。 

●市内に産科がないことから、妊婦の負担を軽減するため、通

院に要する費用の支援等を行います。 

●子どもが欲しいけれどなかなか授からない夫婦を対象に、

不妊治療に要する費用の助成等を行います。 

産科開設 1件 

 

 

出生数 267人

（R1）→300人 

【１－２ 子育て支援】 

●子育て世代一人ひとりに寄り添いながら各種相談や情報提

供を行うとともに、保育の受皿拡大や保育士確保に向けた

就労支援の取組等を推進します。 

●ワーク・ライフ・バランスの実現に向けたセミナー等の実施

やテレワーク等の多様な働き方を導入する企業支援等を行

い、安心して子育てができる環境の充実を図ります。 

北広島市で子育て

したいと思う 

割合※3 95％以上

を維持 

 

 

保育施設待機児童

数（国基準） 

0 人※4を維持 

※3 乳幼児健診（3か月、1歳 6か月、3歳）時に実施する健康診査問診票における「北広島で今後も子育て

をしていきたいか」（そう思う、どちらかといえばそう思う）の割合の平均 

※4 令和 2年 3月末現在の数値 
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施策に 

関する 

方向性 

施策・取組 
重要業績評価指標

（R7） 

教育 

環 境 の

充実 

【１－３ 特色のある教育環境の推進】 

●社会科副読本や夢ノート等を活用し、地域に根差した教育

やキャリア教育、子どもの夢やチャレンジを応援する取組

を進め、まちに愛着や誇りをもち、大志をいだき挑戦でき

る子を育みます。 

●プロスポーツチーム等と連携した取組を推進するととも

に、小中一貫教育やコミュニティ・スクール等の充実を図

り、学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちの学び

を支えます。 

●置かれている環境により子どもの将来が左右されること

がないよう、子どもたちが未来への希望を持ち、自立す

る力を伸ばすための取組を推進します。 

将来の夢や目標を持

っている児童生徒の

割合※5 

80％（R1）→90％ 

 

 

市立学校のコミュニ

ティ・スクール全中

学校区導入 

【１－４ 社会の変化や課題に対応した教育の推進】 

●国際化社会に対応できる話せる英語の取得や、異文化に触

れ国際性を高めるため、英語指導助手の活用等により外国

語教育の充実を図ります。 

●学校 ICT機器や環境を整備し、学びの質の向上や校務の効

率化を進めます。 

 

CEFR(セファール) 

A1 レベル※6相当以

上の英語力を有する

と思われる市立中学

校 3年生の割合※7 

40.1％（R1）→50％ 

 ※5 北広島市学校教育推進方針に係る児童生徒へのアンケート調査（R1年度）における「夢ノートを通し

て、将来の夢や目標を持っているか」の質問に対し、当てはまる・やや当てはまると回答した市立小中

学生の割合。 

※6  CEFR：Common European Framework of Reference for Languages の略。外国語の学習、教授、評価のた

めのヨーロッパ言語共通参照枠。外国語の運用能力を、言語の枠や国境を越えて同一の基準で測ること

ができる国際的な指標。A1レベルは実用英語技能検定 3級と同程度。 

※7 英語教育実施状況調査（文部科学省実施（R1年度））における「英語能力に関する外部試験を受けたこ

とがあり、CEFR A1レベル相当以上を取得している生徒」と「英語能力に関する外部試験を受けたこと

はないが、CEFR A1レベル相当以上の英語力を有すると思われる生徒」の割合。 
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基本目標２ 『交流』～北広島市への新しい人の流れをつくる～ 

 

＜現状＞ 

●本市には、旧島松駅逓所や寒地稲作発祥の地、いちご農園や「食」と「農」に触れ合

える農場、大型商業施設、ゴルフ場、エルフィンロードなど多様な魅力ある地域資源

が数多く存在しています。また、札幌市と新千歳空港の中間に位置する地理的優位性

や豊かな自然環境に恵まれた住環境もまちの魅力の一つです。 

●令和 5年(2023年)には、ボールパークの開業が予定されていることから、今後、ボー

ルパークを目的地とした来訪者の更なる増加が予想されます。ボールパークを契機と

したより一層の観光振興やシティセールスの取組の推進など、交流人口の創出・拡大

を図ることが求められます。 

 

１ 数値目標 

指標 基準値 目標数値（R7） 

社会動態※8 22人※9 基準値以上 

※8 一定期間における転入・転出に伴う人口の動き。 

※9  過去 5カ年度（H27～R1）の転入者数と転出者数の差の平均。 

 

 

２ 基本的方向  

●人口減少が進むなか、人口減少の影響を緩和し、地域の活力を創出するため、移住・定住の

促進や交流人口の拡大など、新たな人の流れをつくります。 

●本市が有する様々な地域資源やまちの魅力を国内外に向けて発信するシティセールスを推

進することで、北海道における本市の知名度を高め、住みよいまち・訪れたいまち・選ばれ

るまちをめざします。 

●観光客の誘客による交流人口の拡大を図るため、ボールパーク等の新たな資源を活用し、

さらなる都市型観光の推進を図るとともに、既存の地域資源を活用し、特色あるツーリズ

ム等、観光振興を展開します。 

●知名度向上や来市につながるような取組を推進することで、市内外との交流の入口を増やし、

関係人口の創出・拡大を図ります。 
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※10 「本市のＳＮＳ登録者数」、「ふるさと納税年間延べ寄附人数」、「東京北広島会会員数」の合計 

３ 施策・取組と重要業績評価指標 

施策に 

関する 

方向性 

施策・取組 
重要業績評価指標

（R7） 

移住・定

住促進 

【２－１ 移住・定住促進に向けた支援】 

●移住・定住者数を増やすためには、居住物件（土地・建物）

や就業場所の確保、公共交通の充実による通勤・通学など

の利便性向上が重要となることから、雇用創出や公共交通

の取組と併せて、空き地・空き家等の有効活用されていな

い土地や建物の流動化の促進等を推進します。 

●移住・定住の促進に向け、UIJターンへの移住支援や移住

相談会等の実施のほか、移住に係る情報発信を行います。 

空き家戸数 315件

(R1 年度末)→減少 

 

 

移住相談会等での 

相談件数 42件(R1)

→200件（累計） 

交 流 人

口・関係

人 口 の

創出・拡

大 

【２－２ 地域の特色を生かした観光推進】 

●市民や観光関係団体、商業事業者や近隣市町村等との広域

的な連携を図り、イベントの開催、観光 PR、webサイト・

パンフレット等による情報発信等を行います。 

●エルフィンロード等の地域資源を活用したツーリズムや

イベントを実施するほか、旧島松駅逓所の整備や観光案内

所など受入環境等の整備を進めます。 

観光入込客数 

123 万人（R1） 

→270万人 

【２－３ 関係人口の創出・拡大】 

●ふるさと納税の返礼品を通して、全国へまちの魅力を発信

し、ボールパーク等の新たな資源を生かした体験型返礼品

の充実を図ります。 

●企業版ふるさと納税をきっかけとした企業との繋がりを

大切にし、民間企業のノウハウを生かした地域課題解決の

取組を検討します。 

●東京北広島会の活動を推進し、市内に居住していなくても

まちづくりの担い手となる人材の確保を図ります。 

ふるさと納税の寄附

件数 7,015件（R1）

→15万件（累計） 

 

企業版ふるさと納税

の寄附件数 1件(R1)

→30件（累計） 

 

東京北広島会会員と

連携した取組の実施

件数 5件（累計） 

ま ち の

魅 力 発

信 

【２－４ シティセールスの推進】 

●関係団体等との連携を図るとともに、ラジオ、webサイト、

SNS等を活用し、国内外に向けたシティセールスを推進し

ます。 

●本市が持つ地域資源や特徴、ボールパーク構想がもたら

す価値や魅力などを生かしたまちのPRを推進します。 

 

本市を応援している

人数※10 8,994人

（R1）→45千人 
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基本目標３ 『成長』～持続可能で住みやすい魅力的なまちをつくる～ 

 

＜現状＞ 

●令和 5年(2023年)のボールパーク開業に向け、官民一体となって機運を醸成するとと

もに、開業時のアクセス拠点となる JR北広島駅におけるアクセス交通の整備や駅周辺

のにぎわいの創出・魅力向上に向けた環境整備を進める必要があります。 

●人口減少に対応した持続可能なまちづくりの推進に向けて、立地適正化計画に基づい

た都市機能や居住機能の集積をはじめ、公共施設の適正な配置、公的不動産の有効活

用等により、コンパクトなまちづくりへの転換を図り、多世代が暮らしやすい地域を

形成する必要があります。 

●人口減少や高齢化などにより公共交通を取り巻く社会情勢が変化しており、特に市内

のバスの利用者は年々減少傾向にあります。市民の生活環境の維持向上や社会活動の

活性化の観点からも、持続可能な公共交通を構築することが求められています。 

 

１ 数値目標 

指標 基準値（H30） 目標数値（R7） 

北広島市を住みよいと感じる市民満足度※11 75.4％ 80％ 

   ※11 市民意識調査（H30年度）における「生活環境（住みよさ）」（住みよい・どちらかといえば住みよい）

の割合。 

 

２ 基本的方向 

●ボールパークへのアクセス拠点となる JR北広島駅西口周辺の環境整備を進め、にぎわいの

創出や魅力向上に努めるとともに、JR新駅設置に向けて、関係機関と協議を進めます。 

●官民一体となった機運の醸成、市民理解及び市民参画の促進、並びに北海道日本ハムファ

イターズとの連携を図るとともに、ボールパークに係る市道や公園、周辺環境の整備を進

め、ボールパーク構想を推進します。 

●ボールパーク構想がもたらす価値と機会を生かしたスポーツによるまちづくりを進め、誰

もがスポーツに親しみ、健康寿命を延ばし、元気に暮らせるまちづくりを進めます。 

●持続可能なまちづくりの実現に向け、都市機能等の充実を図り、多世代が暮らしやすい地

域を形成します。また、誰もが住みやすいまちにするため、バリアフリー化に向けた取組

を進めます。 

●北広島団地地区は市内で最も高齢化率が高く、人口減少が進む地区となっています。北広

島団地への新しい人の流れをつくり、再びまちの発展をけん引する地区として成長するこ

とを目指し、団地活性化につながる施策に取り組みます。 

●他市町村等との広域的な連携を図り、共通する地域課題等に効率的に取り組むとともに、

市民サービスの向上等を図るため、ICT や民間活力を生かした持続可能なまちづくりを推

進します。 
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３ 施策・取組と重要業績評価指標 

施策に 

関する 

方向性 

施策・取組 
重要業績評価指標

（R7） 

魅力ある

まちづく

り 

【３－１ 駅及び駅周辺の魅力向上】 

●JR北広島駅と JR新駅及び、その周辺の環境整備を進める

とともに、駅西口周辺エリア活性化計画に基づき、未利用

市有地等の一体的な土地利用について、官民協働で取組

を進めます。 

●駅周辺を魅力あるエリアとして育み、継続的かつ恒常的

なにぎわいのある地域づくりを行うため、官民連携のエ

リアマネジメント※12について検討します。 

都市機能誘導区域に

おける誘導施設の開

設数 1件以上 

 

 

【３－２ ボールパーク構想とスポーツによるまちづくり 

の推進】 

●ボールパーク構想を推進するため、近隣市町村等との広

域的な連携や官民連携によるイベントの開催、情報発信

等を行なうとともに、市道や公園、周辺環境を整備しま

す。 

●子どもから高齢者までスポーツ・レクリエーション活動

に親しむ機会の提供を通し、スポーツによる地域コミュ

ニティの活性化に努めるとともに、競技スポーツの支援、

指導者養成等を行います。 

ボールパーク関連イ

ベントの参加者数 

1 万人（累計） 

 

 

「スポーツ・レクリ

エーション活動に親

しむ機会や環境の 

充実」の満足度※13 

68.8％(H30)  

→70.0％ 

持続可能

で住みや

すいまち

づくり 

【３－３ 持続可能なまちづくりの推進】 

●土地利用の見直しをはじめ、北広島団地地区の容積率の

緩和等を進め、子育て世代の多世代住宅利用の促進を図

るとともに、子育て世代に広い住生活空間を提供し、高齢

者に利便性の高い住宅への住み替えを支援します。 

●バリアフリー法に基づき、公共施設や道路等の一体的な

バリアフリー化に向けた取組を推進します。 

●共通する行政課題に対応するため、他市町村との広域的

な連携・取組を進めるほか、市民サービスの向上を目的と

した行政手続きのオンライン化等を推進します。 

住み替え支援制度 

利用者数 

750 人（累計） 

 

 

移動等円滑化促進方

針等の策定 

※12 エリアマネジメント：特定のエリアを単位に、民間が主体となって、まちづくりや地域経営（マネジメン 

ト）を積極的に行おうという取組。 

※13 市民意識調査（H30年度）における「教育・文化・スポーツ（⑨スポーツ・レクリエーション活動に親し

む機会や環境の充実）の満足度（満足・やや満足・普通）。 
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施策に 

関する 

方向性 

施策・取組 
重要業績評価指標

（R7） 

 

【３－４ 利便性の高い公共交通の推進】 

●公共交通の利用促進に向けたモビリティ・マネジメント

等、日常生活における足の確保に向けた取組を推進しま

す。 

●ボールパークへのアクセス輸送や MaaS（マース）※14等の

先端技術を用いた新たな交通サービスについての検討を

進めます。 

市内線のバス利用者

数 510.5千人（R1）

→511千人 

 

 

利便性の高い公共

交通の充実の満足

度※15 

47.7％（H30） 

→70％ 

※14  MaaS：英語のMobility as a Service の略。出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手 

段を包括的に一つのアプリで提供するなど、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとっての一元 

的なサービスとして捉える概念。 

※15  市民意識調査（H30年度）における「生活環境（⑤利便性の高い公共交通の充実）」の満足度 

（満足・やや満足・普通）。 
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基本目標４ 『挑戦』～創業と雇用を促進し、安心して働けるまちをつくる～ 

 

＜現状＞ 

●市内には、工業団地を中心に約 300 社の企業が立地しており、中でも大曲地区の工業

団地においては、道内主要新聞の印刷工場が集中する拠点となっています。また、平

成 24 年(2012年)に分譲を開始した北広島輪厚工業団地は、道内外の多くの企業への

分譲が進み、税収への好影響とともに、新たな雇用の創出等が期待されます。 

●今後も少子高齢化による生産年齢人口の減少が進むものと予想されることから、多様

な働き手が安心して生き生きと働くことができる環境の構築が求められます。 

 

１ 数値目標 

指標 基準値（H30） 目標数値（R7） 

市の産業・雇用の市民満足度※16 58.8％ 70％ 

   ※16 市民意識調査（H30年度）における「産業・雇用（①企業の集積②市内産業の拡大③雇用の場の確

保⑥農業の振興）」の満足度（満足・やや満足・普通）の平均値。 

 

２ 基本的方向 

●本市にゆかりのある 3 偉人（中山久蔵・和田郁次郎・クラーク博士）に共通する「チャレ

ンジ精神」をまちのブランドとし、大志をいだく多様な人材が自らの能力を十分に発揮し

活躍できる環境の実現を図ります。 

●ボールパーク開業に伴い、多くの雇用の場が創出されることから、市内事業者や関係機関

等と連携を図り、市内全体にその効果が波及するよう取り組みます。 

●誰もが安心して働くことができる環境を構築するため、ワーク・ライフ・バランスの実現

に向けた取組や、若年層の離職防止に向けた取組のほか、外国人労働者の就業状況等の把

握を図り、就業環境の整備等に関する支援についても検討します。 

●中小企業経営者の高齢化等により事業承継を考えている市内企業等の実態を把握し、雇用継続

が図られるよう支援します。 

●人手不足の分野である介護、障がい、保育等の現場における人材確保への取組を実施し、

市内事業所におけるサービス提供体制の確保を図ります。 
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３ 施策・取組と重要業績評価指標 

施策に 

関する 

方向性 

施策・取組 
重要業績評価指標

（R7） 

創業促進 【４－１ 新たな事業の創出・挑戦への支援】 

●商工会等の関係機関と連携した創業支援体制により、

創業希望者・創業者・支援機関の交流の機会を創出する

創業フォーラムの開催やワンストップ相談窓口を設置

し、創業促進を図ります。 

●コミュニティビジネスの創業に対し、アドバイザーの

設置による相談体制の充実を図るとともに、創業時の

一時的な経費負担を支援します。 

●農泊や農家レストランの経営、農産物直売所など販売

の多角化、6次産業化による農産物の高付加価値化の取

組等を支援し、新たな事業や地場産品の創出を支援し

ます。 

創業支援制度利用者

の創業件数 25件 

(累計) 

 

6次産業化等に取り組

む農業者 3事業者

（累計） 

 

新商品開発等 5件

（累計） 

雇用と 

就業環境

の充実 

【４－２ 雇用と就業環境の充実】 

●ボールパーク開業に伴う雇用の場の創出が市内全体に

効果が波及するよう取り組みます。 

●ワーク・ライフ・バランスの実現に向けたセミナー等の

実施やテレワーク等多様な働き方を導入する企業支援

等を行います。 

●若年層の離職状況を把握し、離職防止に向けた取組や

外国人労働者の就業状況等の把握を図り、就業環境の

整備等に関する支援についても検討します。 

●事業承継に係る市内事業者の実態を把握するととも

に、相談窓口や専門家派遣の活用による事業承継によ

り雇用継続が図られるよう支援します。 

ワーク・ライフ・バ

ランス推進支援企業

数 5 件（累計） 

 

 

安定した雇用の場の

確保の満足度※17 

52.3%(H30) 

→70.0% 

人材確保 【４－３ 人材確保・定着への支援】 

●介護、障がい、保育等の人材確保に向け、就職支援や離

職防止、就労継続に向けた支援を行います。 

就職支援制度利用に

よる就労者数 400人

（累計） 

※17 市民意識調査（H30年度）における「産業・雇用（③安定した雇用の場の確保）」の満足度（満足・や

や満足・普通）。 

 


